
民生費 134,431 円
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普通会計（一般会計）の内訳

６
億
３
、０
０
４
万
円
が
実
質
的

な
黒
字
と
な
り
ま
し
た
（
会
計
間

の
繰
入
・
繰
出
の
重
複
な
ど
を
控

除
し
て
い
る
た
め
、
左
表
の
一
般

会
計
の
額
と
は
異
な
り
ま
す
）。

　
ま
た
、
市
の
貯
金
で
あ
る
基
金

の
う
ち
、
災
害
な
ど
に
備
え
る

財
政
調
整
基
金
の
年
度
末
残
高

が
43
億
７
、３
３
６
万
円
と
な
り
、

平
成
27
年
度
末
残
高
と
比
較
し
て

減
少
し
ま
し
た
が
、
一
定
の
水
準

を
確
保
し
て
い
ま
す
。

    

普
通
会
計
決
算
の
概
要

　

決
算
額
は
黒
字

　

財
政
調
整
基
金
は
減
少

　
平
成
28
年
度
の
市
の
普
通
会
計

（
一
般
会
計
）
の
決
算
額
は
、
歳
入

１
８
５
億
１
、３
２
７
万
円
に
対
し
、

歳
出
１
７
６
億
６
、９
０
０
万
円

で
、
平
成
29
年
度
へ
繰
り
越
し

た
事
業
の
財
源
を
差
し
引
い
た

平成 28年度
瀬戸内市会計決算

区　分 歳入額
万円

歳出額
万円

差引額
万円

一般会計 1,852,795 1,768,368 84,427

特
別
会
計

国民健康保険 533,030 530,335 2,695

裳掛診療所 2,738 2,645 93

美和診療所 1,207 1,207 0

介護保険 405,690 396,978 8,712

後期高齢者医療 51,461 51,441 20

土地開発事業 12,221 2,482 9,739

企業団地造成事業 36,645 36,645 0

計（一般会計・特別会計） 2,895,787 2,790,101 105,686

事
業
会
計

病院事業会計 141,434 163,053 △ 21,619

水道事業会計 98,753 79,923 18,830

下水道事業会計 106,454 136,376 △ 29,922

計（事業会計） 346,641 379,352 △ 32,711

▽会計別決算

※事業会計については、収益的収入および収益的支出を計上しています。

　

平
成
28
年
度
瀬
戸
内
市
会
計

決
算
と
は
、
平
成
28
年
４
月
１

日
か
ら
平
成
29
年
３
月
31
日
ま

で
の
瀬
戸
内
市
の
収
入
と
支
出

の
実
績
の
こ
と
で
す
。

　

昨
年
度
、
ど
の
く
ら
い
収
入

が
あ
り
、
市
の
ま
ち
づ
く
り
に

ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
の
か
、

決
算
の
概
要
か
ら
市
の
財
政
状

況
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

■市民１人当たりに使われたお金

    

財
政
指
標

　

経
常
収
支
比
率
は
や
や
悪
化

　

財
政
健
全
化
判
断
比
率
な
ど
は

　

基
準
を
ク
リ
ア

　
代
表
的
な
財
政
指
標
の
う
ち
、

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す
る

た
め
の
経
常
収
支
比
率
は
、
83
・

６
％
と
０・
９
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し

ま
し
た
。
こ
れ
は
、
人
件
費
や
物

件
費
の
割
合
が
増
加
し
た
た
め

で
す
。

　
ま
た
、
財
政
健
全
化
法
に
基
づ

く
指
標
は
、
い
ず
れ
も
財
政
の
早

期
健
全
化
が
義
務
付
け
ら
れ
る
基

準
を
下
回
っ
て
お
り
、
実
質
公
債

費
比
率
は
、
10
・
０
％
と
１・
０

ポ
イ
ン
ト
改
善
し
ま
し
た
。

　
市
債
発
行
に
つ
い
て
県
の
許
可

が
必
要
と
な
る
18
％
以
下
を
維
持

し
て
い
ま
す
。

    

今
後
の
財
政
計
画

　
市
で
は
、
今
後
10
年
間
の
財
政

計
画
で
あ
る
「
瀬
戸
内
市
中
期

財
政
計
画
（
平
成
29
〜
38
年
度
）」

を
策
定
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
計
画
は
、
限
ら
れ
た
歳
入

で
収
支
の
均
衡
を
と
り
な
が
ら
、

計
画
的
で
安
定
的
な
財
政
運
営
を

行
う
た
め
の
も
の
で
す
。

　
詳
細
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に

掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
ご
覧
く
だ

さ
い
。

　　

財
政
課

☎
０
８
６
９-

２
２-

３
９
０
５

HP http://www.city.setouchi.lg.jp/

指　標 市の比率
％

 早期（経営）
健全化基準 ％

   財政再生  
   基準   ％

経常収支比率 83.6 ― ―

財政健全化
判 断 比 率

実質赤字比率 ― 13.21 20.00

連結実質赤字比率 ― 18.21 30.00 

実質公債費比率 10.0 25.00    35.00    

将来負担比率 43.9  350.00 ―

資金不足比率（公営企業会計ごと） ― 20.00 ―

▽財政健全化判断比率など

※「―」は、該当なしを表しています。

人件費（17.0%）
30億431万円

物件費（13.6%）
 24億931万円

補助費等（7.2%）
12億6,798万円

公債費（9.2%）
16億2,817万円

普通建設事業費（10.0%）
 17億7,447万円

扶助費（15.0%）
 26億4,330万円

維持補修費（0.7%） 1億836万円
災害復旧事業費（0.0%）
　　　　205万円

積立金（9.3%）
16億4,735万円

投資・出資金、貸付金（7.8%）
13億8,289万円

繰出金
（10.2%）

18億81万円

性質別
歳出

問総務費 82,274 円 衛生費 64,985 円 教育費 55,439 円 公債費 42,961 円

土木費 38,274 円 消防費 17,219 円 農林水産業費 12,957 円 商工費 11,987 円

歳入  185 億 1,327 万円歳出  176 億 6,900 万円

市民１人当たりの歳出額

議会費 5,066 円

議会費（1.1%）  1億9,199万円

総務費（17.6%）
31億1,810万円

民生費（28.9%）
 50億9,480万円

労働費（0.1%）  2,149万円農林水産業費（2.8%）
4億9,104万円

商工費（2.6%） 4億5,429万円

消防費（3.7%）
6億5,259万円

土木費（8.2%）
14億5,055万円

衛生費（13.9%）
 24億6,285万円

災害復旧費（0.0%）  205万円

教育費（11.9%）
21億108万円

公債費（9.2%）
16億2,817万円 目的別

歳出

労働費 567 円

災害復旧費 54円

※普通会計の歳出が１人当たりいくらになるのかをH29.3.31 現在の人口（37,899 人）で算出しています。

466,213 円

地方譲与税・各種交付金（4.8%）
8億8,049万円

地方交付税（26.5%）
49億1,216万円

県支出金（4.9%）
9億766万円

市税（28.3%）
52億3,205万円

自主財源
  （45.6％）依存財源

  （54.4％）

繰越金（5.5%）
10億1,912万円

繰入金（4.8%）
8億9,406万円

国庫支出金（8.7%）
16億1,678万円

市債（9.5%）
17億5,140万円

分担金・
負担金（0.6%）
1億1,653万円

使用料・
手数料（1.7%）
3億559万円

財産収入・寄附金・
諸収入（4.7%）
8億7,743万円

　歳入全体は、昨年度と比べて 10 億 8,806 万円（6.2％）

の増額となりました。地方交付税が３億 5,054 万円減収と

なりましたが、土地貸付収入、応援寄附金（ふるさと納税）

や臨時給付金など国庫支出金が増加したほか、市債の増加

が主な要因となっています。

　歳出全体では、前年度と比べて 12 億 6,291 万円（7.7％）

の増額となりました。普通建設事業費や、投資および出資

金の増加が主な要因となっています。

　歳出を目的別に分類してみると、子育て支援や高齢者医

療などの民生費が全体の 28.9％と最も多くを占めていま

す。市債の返済である公債費は 9.2％となっています。

　また、性質別に分類してみると、人件費が全体の

17.0％、児童手当や小児医療費、福祉サービスなどの扶助

費が 15.0％となっています。


